
資料３ 

 

地域公共交通確保維持改善事業に係る計画 

 

神戸市における、国の地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統補助及び地域内フ

ィーダー系統補助）の対象系統は下記の７件であり、神戸市地域公共交通計画の別紙と

して、添付のとおり令和９年度分（補助対象期間：R8.10～R9.9）の補助計画（補助系

統の詳細等）を策定し、国に提出することについて同意をいただきたく協議します。 

また、軽微な修正が必要となる場合は、事務局に一任いただきたく存じます。 

 

①地域間幹線系統確保維持費国庫補助金（５系統） 

運行系統名 運行形態 運送予定者 

社～三木営業所～明石駅前 路線定期運行 神姫バス（株） 

三木営業所～養田～西神中央駅前 路線定期運行 神姫バス（株） 

社～御坂～三宮 路線定期運行 神姫バス（株） 

三木営業所～硯町～明石駅前 路線定期運行 神姫バス（株） 

大久保駅～岩岡出張所前～西神中央駅前 路線定期運行 神姫バス（株） 

 

②地域内フィーダー系統確保維持国庫補助金（２系統） 

運行系統名 運行形態 運送予定者 

名塩・生野高原地域 路線定期運行 阪急タクシー（株） 

青葉台・柏尾台地域 路線定期運行 神鉄タクシー（株） 

 



 

様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番） 

                                                               

                                                              令和８年 月 日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

 

                                      氏名又は名称 神戸市地域公共交通活性化協議会 

                                     住    所 神戸市中央区浜辺通 2丁目 1 番 30号三宮国際ビル 6 階 

                                      代表者氏名 会長 小谷 通泰 

 

 

 

                          地域公共交通計画認定申請書 

 

 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定めたので、

関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙（地域間幹線系統） 

令和 9年度の事業目標は、引き続き、国、県、沿線市町の地域間幹線系統補助事業を活用

し、神戸市公共交通計画で定めた目標値を目指す。 

 ※上記指標等は、地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統）の関連する項目のみ掲載 

 ※神戸市公共交通計画 P.70「数値目標の設定」より抜粋 

 

指標 基準値 目標値（令和 9年度） 

補助対象路線の１日当たりの

実績輸送量 

15 人/日・路線 

 

基準値以上  

補助対象路線の収支率 50％（令和 5年度） 基準値以上 

補助対象路線の経費に対する

自治体負担額 

85 百万円（令和 5年度） 基準値以下 

（２）事業の効果 

地域間幹線バス系統を維持することにより、神戸市及び沿線市の市民の日常生活に不可

欠な交通手段が確保される。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

（本市の取り組み） 

・ICT の活用による情報提供 

スマートフォンやデジタルサイネージ（西神中央駅・名谷駅）などを利用した公共交通の

乗り継ぎや運行などの情報提供を進める。 

・神戸市在住の高校生等が市内高校等に通学する場合の通学定期代を全額補助（無料化） 

2024 年 9 月から、神戸市独自の制度として、全国初の通学定期代の無料化に踏み切り、

さらに 2025 年度には、神戸市在住の高校生が「市外」の高校等へ通われる場合の補助内容

を拡充した。 

・2025 年度には将来の神戸の地域を支える公共交通について、地域住民と話し合う場を設

けるべく、公共交通フォーラムを北区と長田区と西区で実施した。 

 

（事業者の取り組み） 

・系統や便数、運行ダイヤの見直し 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者

（地域間幹線系統）令和 9年度（予定） 

 

詳細は、後頁「別表１」参照 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る該当の幹線系統について、その運 

行に係る費用に対し、神戸市から運行事業者への補助金額については、基本的に、運行収入

及び国庫補助金を運行費用から差し引いた差額を、系統キロ程に対する神戸市のキロ程の

割合に応じて負担することとしている。 

 

詳細は、後頁「別表２」参照 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 



別 紙（地域間幹線系統） 

「補助対象路線の１日当たりの実績輸送量」「補助対象路線の収支率」「補助対象路線の

経費に対する自治体負担額」に関し、事業者報告書、決算報告書等の資料から算定を行

う。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

「地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組内容」を添付。すべての系統

において生産性向上の取組を行い、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱第

７条に基づき、収支率を１％改善することを目標としている。 

 

詳細は、後頁「別表９」参照 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

該当なし 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 
補助対象路線を走行している車両の老朽化が進んでおり、早急な買い換えが必要となっ

ていたことから、利用者の安全性確保のために令和５年度で２両を新規購入し、更新を行

なっている。 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

令和 9年度は、神姫バスの２台（対象路線「社～三木営業所～明石駅前」、「三木

営業所～養田～西神中央駅前」）の車両更新することで、R5 年度実績以上の年間利用

者数を目標とする（詳細は、後頁「対象系統 R5 実績」参照）。 

 

（２）事業の効果 



別 紙（地域間幹線系統） 

 車両を計画的にノンステップバス等のバリアフリーに対応した車両を導入すること

により、子どもから高齢者、障害のある方がバスに乗りやすい環境整備につながる。合

わせて、主として運行する幹線系統の維持に寄与し、そのことが市民の日常生活に必要

な移動手段の確保につながる。 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

詳細は、後頁「別表６・７」参照 
 

なお、地域公共交通確保維持事業によって運行を維持する「社～明石駅前線」等の車両の

取得について、購入費用総額 26,070 千円/台のうち、神戸市から運行事業者への補助金額

については、補助対象経費の限度額（15,000 千円/台）から国庫補助金を差し引いた差額を、 

沿線市町で按分し負担することとしている。 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 



別 紙（地域間幹線系統） 

市民代表や交通事業者、各種団体、学識経験者、関係行政機関を交えた協議会を開催。 

■第 11 回神戸市地域公共交通活性化協議会 

（日時）令和 6年 3月 27 日（水） 

・地域間幹線系統補助に伴う神戸市地域公共交通計画の変更 

・神戸市地域公共交通計画の進捗 ほか 

■第 12 回神戸市地域公共交通活性化協議会 ※書面開催 

（日時）令和 6年 6月 18 日（火） 

・「令和 7 年度 地域間幹線系統補助計画」「令和 7 年度 フィーダー系統補助計画」「令和 6

年度 フィーダー系統補助計画」の採択 

■第 13 回神戸市地域公共交通活性化協議会 ※書面開催 

（日時）令和 7年 1月 20 日（月） 

・地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（R6フィーダー系統）、地域間幹線系統の運行

内容変更（R7.4 月以降） 

■第 14 回神戸市地域公共交通活性化協議会 ※書面開催 

（日時）令和 7年 6月 19 日（木） 

・「令和 8年度 地域間幹線系統補助計画」「令和 8年度 フィーダー系統補助計画」の採択 

■第 15 回神戸市地域公共交通活性化協議会 

（日時）令和 7年 12 月 4 日（木） 

・地域内フィーダー系統補助に伴う神戸市地域公共交通計画の変更 

・神戸市地域公共交通計画の進捗 

・地域公共交通計画の改定について ほか 

■第 16 回神戸市地域公共交通活性化協議会 ※書面開催 

（日時）令和 8年 1月 21 日（木） 

・地域公共交通確保維持改善事業Ｒ７事業評価 

■第 17 回神戸市地域公共交通活性化協議会  

（日時）令和 8年 6月●日（木） 

・「令和 9年度 地域間幹線系統補助計画」「令和 9年度 フィーダー系統補助計画」の採択 

 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

上記 18 にて記載の第 17 回神戸市地域公共交通活性化協議会にて諮ったが、特段意見等

は出されなかった。 

 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）神戸市中央区浜辺通 2－1－30 三宮国際ビル 6階                 

（所 属）神戸市都市局交通政策課                 

（氏 名）白川                 

（電 話）078-595-6722                 
（e-mail）fumiko_shirakawa@city.kobe.lg.jp       

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

mailto:fumiko_shirakawa@city.kobe.lg.jp


別 紙（地域間幹線系統） 

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 

 



令和９年度

　令和10年度、令和11年度については、令和９年度事業から土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略

(1)
社～三木営業所～明

石駅前（12） 8,937.0

(2)
三木営業所～養田～
西神中央駅前（14） 3,081.5

(3) 社～御坂～三宮（15） 17,563.0

(4)
三木営業所～硯町～

明石駅前（17） 4,640.0

(5)
大久保駅～岩岡出張
所前～西神中央駅前

（20）
826.0

(6)

(7)

35,047.5

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

神姫バス株式会社
兵庫県

（神戸市）

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるも
のとする。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に
該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

特
例
措
置

合　　　　　計

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

R7

％

R6

％

R5

％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．旅客運賃の上限変更認可状況

当 年度 3 ／３

前 年度 2 ／３

前々 年度 1 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合 神姫バス株式会社

② ①×②
＝③

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

36.5km 16.4km 

36.5km 4.5km 

36.5km 10.1km 

36.5km 5.5km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

14.1km 9.6km 

14.1km 4.5km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

46.6km 19.0km 

46.6km 4.5km 

46.6km 10.1km 

46.6km 13.0km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

20.9km 16.4km 

20.9km 4.5km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

36.5km 20.1km 

36.5km 13.3km 

36.5km 3.1km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

14.1km 4.5km 

14.1km 9.6km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

46.6km 27.6km 

46.6km 19.0km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

20.9km 4.5km 

20.9km 13.3km 

20.9km 3.1km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

18.7km 

18.7km 3.2km 

18.7km 15.5km 

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

（平均） （平均） （平均） （平均） （平均）

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

神姫バス株式会社

12

(14)

15

(17)

(12)

14

15

17

20

神姫バス株式会社

負担
割合

負担
割合

負担
割合

負担
割合

12

9.4% 61.1% 29.5%

9.4% 61.1% 29.5%

9.4% 61.1% 29.5%

(14)

3.2% 21.1% 75.7%

15

100.0%

100.0%

100.0%

(17)

7.9% 51.6% 40.5%

3.5% 22.6% 73.9%

(12)

13.3% 86.7%

13.3% 86.7%

14

4.2% 27.0% 68.8%

(15)

100.0%

17

13.3% 86.7%

13.3% 86.6% 0.1%

20

13.3% 86.6% 0.1%

13.3% 86.6% 0.1%

6.1% 39.9% 54.0%

4.6% 29.9% 65.5%

合計

合計

計 170,827,625円 230,989,104円 166,722,531円 80,773,591円 80,773,613円 6,163,916円 76,763 千円 38,382.0千円 83,568,544円 45,186,544円 2,775,864円 18,042,625円 24,368,055円 

合計 339,381,642円 409,853,569円 327,467,282円 164,673,896円 164,676,075円 8,830,016円 158,926 千円 79,466千円 187,448,485円 107,982,485円 4,963,732円 32,263,757円 70,754,996円 

明石市 341,080円 341 千円 170.5千円 341,080円 170,580円 22,733円 147,766円 81円 

神戸市 1,652,121円 1,652 千円 826.0千円 1,652,121円 826,121円 110,133円 715,821円 167円 

1,993,222円 37,153,217円 1,993,222円 1,993,222円 1,993,222円 1,993 千円 996.5千円 1,993,222円 996,722円 

明石市 2,162,779円 2,162 千円 1,081.0千円 2,162,779円 1,081,779円 144,133円 936,867円 779円 

14,581,844円 28,790,950円 14,581,844円 11,442,081円 11,442,081円 11,442 千円 5,721.0千円 14,581,844円 8,860,844円 

神戸市 9,279,302円 9,279 千円 4,640.0千円 9,279,302円 4,639,302円 618,666円 4,021,334円 -698円 

86,154,509円 90,298,129円 86,154,509円 35,126,916円 35,126,916円 35,126 千円 17,563.0千円 86,154,509円 68,591,509円 

神戸市 35,126,916円 35,126 千円 17,563.0千円 35,126,916円 17,563,916円 17,563,916円 

神戸市 10,170,463円 6,163,916円 6,163 千円 3,081.5千円 12,965,416円 9,883,916円 410,866円 2,670,634円 6,802,416円 

神戸市 17,874,684円 

19,042,985円 14,937,891円 14,937,891円 10,170,463円 10,170,463円 6,163,916円 6,163 千円 3,081.5千円 19,042,985円 15,961,485円 

4,166 千円 2,083.0千円 4,166,246円 2,083,246円 277,733円 1,805,267円 246円 

49,055,065円 59,808,917円 49,055,065円 22,040,931円 22,040,931円 22,040 千円 11,020.0千円 49,055,065円 38,035,065円 

17,874 千円 8,937.0千円 17,874,684円 8,937,684円 1,191,600円 7,744,936円 1,148円 

計 168,554,017円 178,864,465円 160,744,751円 83,900,305円 83,902,462円 2,666,100円 82,163 千円 41,084.0千円 103,879,941円 62,795,941円 2,187,868円 14,221,132円 46,386,941円 

明石市 4,166,246円 

14,581,845円 26,567,206円 14,581,845円 3,139,617円 3,139,617円 3,139 千円 1,569.5千円 19,523,499円 17,953,999円 

三木市 3,139,617円 3,139 千円 1,569.5千円 4,203,604円 2,634,104円 209,267円 1,360,233円 1,064,604円 

小野市 18,058,749円 18,058 千円 9,029.5千円 22,031,298円 13,001,798円 13,001,798円 

三木市 23,243,984円 23,243 千円 11,622.5千円 28,357,177円 16,734,677円 16,734,677円 

86,154,508円 83,323,717円 83,323,717円 49,350,137円 49,350,137円 49,350 千円 24,675.0千円 101,653,203円 76,978,203円 

加東市 8,045,738円 8,045 千円 4,023.0千円 9,815,633円 5,792,633円 5,792,633円 

18,762,599円 13,784,124円 13,784,124円 4,399,065円 4,399,065円 2,666,100円 2,666 千円 1,333.0千円 21,326,526円 19,993,526円 

三木市 4,399,065円 2,666,100円 2,666 千円 1,333.0千円 6,806,147円 5,473,147円 177,734円 1,155,266円 4,140,147円 

小野市 13,574,027円 13,574 千円 6,787.0千円 16,414,607円 9,627,607円 904,933円 5,882,067円 2,840,607円 

三木市 7,391,617円 7,391 千円 3,695.5千円 8,938,430円 5,242,930円 492,733円 3,202,767円 1,547,430円 

49,055,065円 55,189,418円 49,055,065円 27,013,643円 27,013,643円 27,013 千円 13,506.5千円 59,320,617円 45,814,117円 

加東市 6,047,508円 6,047 千円 3,024.0千円 7,313,045円 4,289,045円 403,201円 2,620,799円 1,265,045円 

負担額

補

助

ブ

ロ

ッ

ク

名

申請
番号

特
例
措
置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部
分以外に係るも

の

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部分
及び同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分以外に

係るもの

計画平均乗車
密度が5人
未満の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から

経常収益を控除
した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回
数／①計画運行回

数＝ネ

ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担額 負担額

80,569,483円 

1,060,074.2km 513,309,126円 364,780,712円 1,206,047.8 ㎞ 390,897,081円 1,199,107.5 ㎞ 404,081,998円 1,143,707.1 ㎞ 342,481,501円 

100.000% 170,506.6km 82,562,705円 472円.53銭 78円.51銭 472円.53銭 472円.53銭 101,916,155円 245,287.9 ㎞ 415円.49銭 97,379,361円 205,999.2 ㎞ 472円.71銭 96,889,021円 183,016.9 ㎞ 529円.39銭 

49,398,047円 78.468% 132,129.8km 63,979,891円 373円.86銭 61円.19銭 373円.86銭 373円.86銭 59,661,557円 177,023.0 ㎞ 337円.02銭 66,066,251円 177,629.1 ㎞ 371円.93銭 63,924,012円 154,910.8 ㎞ 412円.65銭 

206円.44銭 13,731,387円 71,656.2 ㎞ 191円.62銭 14,585,252円 71,825.4 ㎞ 203円.06銭 16,154,859円 71,910.0 ㎞ 224円.65銭 

114,508,002円 40.772% 414,403.6km 200,662,511円 276円.32銭 44円.51銭 276円.32銭 276円.32銭 112,219,061円 438,075.2 ㎞ 256円.16銭 128,008,297円 469,465.8 ㎞ 272円.66銭 138,000,994円 459,754.4 ㎞ 300円.16銭 

993,108.3km 307,192,977円 960,690.2 ㎞

14,152,329円 

274,115.0 ㎞ 325円.09銭 83,853,640円 44.931% 274,480.0km 132,908,705円 305円.50銭 48円.21銭 305円.50銭 305円.50銭 77,252,552円 274,005.5 ㎞ 281円.93銭 84,857,920円 274,188.0 ㎞ 309円.48銭 89,113,112円 

68.085% 68,554.2km 33,195,314円 206円.44銭 33円.31銭 206円.44銭

228,922,576円 

44,456,392円 21.531% 132,129.8km 59,038,237円 336円.46銭 61円.19銭 37円.40銭 336円.46銭 373円.86銭 59,661,557円 177,023.0 ㎞ 337円.02銭 66,066,251円 177,629.1 ㎞ 371円.93銭 63,924,012円 154,910.8 ㎞ 412円.65銭 

889,567.6km 397,476,593円 262,864,557円 960,759.9km 293,517,720円 

14,585,252円 71,825.4 ㎞ 203円.06銭 16,154,859円 71,910.0 ㎞ 224円.65銭 

99,009,308円 59.227% 414,403.6km 185,163,816円 238円.92銭 44円.51銭 37円.40銭 238円.92銭 276円.32銭 112,219,061円 438,075.2 ㎞ 256円.16銭 128,008,297円 469,465.8 ㎞ 272円.66銭 138,000,994円 459,754.4 ㎞ 300円.16銭 

11,868,788円 

55.068% 274,480.0km 122,643,153円 268円.10銭 48円.21銭 37円.40銭 268円.10銭 305円.50銭 77,252,552円 274,005.5 ㎞ 281円.93銭 84,857,920円 274,188.0 ㎞ 309円.48銭 89,113,112円 274,115.0 ㎞ 325円.09銭 73,588,088円 

31.914% 68,554.2km 30,631,387円 173円.13銭 33円.31銭 33円.31銭 173円.13銭 206円.44銭 13,731,387円 71,656.2 ㎞ 191円.62銭 

補

助

ブ

ロ

ッ

ク

名

申

請

番

号

特

例

措

置

補助ブロック外乗
入部分及び同一
補助ブロック都道
府県外乗入部分
以外のキロ程の

比率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益 補助対象系統の
経常収益の見込

額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適用がある場合 ３ヵ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

（チー（リ＋ヌ）÷
チ＝ヲ’

ワ ヘ×ワ以下の額：
カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間におけ
る実車走行キロ
当たり経常収益
の運賃改定によ

る増収分
f×コ÷(1＋コ）×

フ＝g

経常収益控除額
ケとgのいずれか少

ない額
h

補助金交付要綱
別表２（注）４．の
適用後のキロ当
たり経常収益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3=ノ'
経常収益

ヤ"

実車走行
キロ
マ"

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益
ヤ"÷マ"=d

経常収益
ヤ'

実車走行
キロ
マ'

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

ヤ'÷マ'=e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象系統の
実車走行キロ当
たり経常収益

ヤ÷マ=f

ノ×ワ以上の額：
ヨ

合計 9系統 
#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

計 5系統 
#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

神戸市
往18.7km 往15.5km ％

復18.7km 復15.5km 82.887

％

(12.4回) 復18.7km 100.000

明石市
往18.7km 往3.2km ％

復18.7km 復3.2km 17.112

20
大久保駅～岩岡
出張所前～西神
中央駅前

大久保駅 岩岡出張所前 西神中央駅前 365日
4,559.0回 

9.5 117.8人 
往18.7km ％

明石市
往20.9km 往3.1km ％

復20.9km 復3.1km 14.832

神戸市
往20.9km 往13.3km ％

復20.9km 復13.3km 63.636

％

(8.6回) 復20.9km 復4.5km 78.468
17 三木営業所～硯

町～明石駅前
三木営業所 硯町 明石駅前 365日

3,161.0回 
7.5 64.5人 

往20.9km 往4.5km ％

神戸市
往46.7km 往19.1km ％

復46.5km 復18.9km 40.772

％

(12.1回) 復46.5km 復27.6km 40.772
(15) 社～御坂～三宮 社 御坂 三宮 365日

4,438.5回 
7.2 87.1人 

往46.7km 往27.6km ％

神戸市
往14.1km 往9.6km ％

復14.1km 復9.6km 68.085

％

(6.6回) 復14.1km 復4.5km 68.085
14

三木営業所～養
田～西神中央駅
前

三木営業所 養田 西神中央駅前 365日
2,431.0回 

3.6 23.7人 
往14.1km 往4.5km ％

明石市
往36.5km 往3.1km ％

復36.5km 復3.1km 8.493

神戸市
往36.5km 往13.3km ％

復36.5km 復13.3km 36.438

％

(10.3回) 復36.5km 復20.1km 44.931
(12) 社～三木営業所

～明石駅前
社 三木営業所 明石駅前 365日

3,760.0回 
7.2 74.1人 

往36.5km 往20.1km ％

計 4系統 
#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF! #REF! #REF!

往16.4km 

三木市
往20.9km 往4.5km ％

復20.9km 復4.5km 21.531

％ ％

(8.6回) 復20.9km 復16.4km 21.531
(17) 三木営業所～硯

町～明石駅前
三木営業所 硯町 明石駅前 365日

3,161.0回 
7.5 64.5人 

往20.9km 

小野市
往46.7km 

復46.5km 

三木市
往46.7km 

復46.5km 

加東市
往46.7km 

復46.5km 

15 社～御坂～三宮 社 御坂 三宮 365日
4,438.5回 

7.2 87.1人 
往46.7km 

％

(6.6回) 31.914

三木市
％

31.914

系統キロ程
地域公共交通再編事業を
実施する区域におけるキロ

程

オ÷チ＝ク リ ヌ

7.2 74.1人 
往36.5km 

(10.3回)

％

(14)
2,431.0回 ％

往19.1km 

補助ブロック名 認可日 認可を受けた補助対象期間

補助金交付要
綱別表２（注）

４．の適用割合
フ

改定率
コ

北近畿・京阪神 令和5年10月30日 基準期間の

基準期間の 28.61%

基準期間の

計画輸
送量

キロ当たり経常収益
イ÷ハ=ト

475円.67銭 

475円.67銭 

キロ当たり経常費用の差
二－ヘ = ケ

37円.40銭 

京阪神 484円.22銭 589円.52銭 

営業損益 △ 880,834千円 営業外損益 63,778千円 経常損益 △ 817,056千円

10,902,624千円

営業費用 営業外費用 経常費用（ロ） 11,719,680千円

営業外収益 39,808千円

22,920,097.0 ㎞

経常収益（イ”） 9,276,469千円

営業費用 10,699,346千円 営業外費用 8,954千円 経常費用（ロ”） 10,708,300千円

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

事業者名 神姫バス株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 営業外収益 経常収益（イ）10,827,028千円

11,707,862千円

75,596千円

11,818千円

営業損益 △ 1,236,190千円 営業外損益 18,893千円 経常損益 △ 1,217,297千円

経常収益（イ’） 10,132,189千円

営業費用 11,328,571千円 営業外費用 20,915千円 経常費用（ロ’） 11,349,486千円

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

経常収支率 93.02

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 10,092,381千円

23,327,301.0 ㎞

経常収支率 89.27

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 9,255,516千円 営業外収益 20,953千円

北近畿 454円.82銭 486円.53銭 511円.32銭 

京阪神 454円.82銭 486円.53銭 511円.32銭 

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

23,543,645.0 ㎞

経常収支率 86.62

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キロ当たり経
常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ当
たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キロ当た
り経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

営業損益 △ 1,443,830千円 営業外損益 11,999千円 経常損益 △ 1,431,831千円

484円.22銭 

補

助

ブ

ロ

ッ

ク

名

申

請

番

号

特

例

措

置

運行
系統名

運行系統

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行キロ当

たり経常費用
(a+b+c)/3= ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

北近畿 484円.22銭 446円.82銭 446円.82銭 

ル ル÷チ
（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

起点
主な

経由地
終点

①＝カッコ内 チ オ

系統キロ程と地
域公共交通再編
事業を実施する

区域におけるキロ
程との比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック都道府県
外乗入部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線との競合
率

補助ブロック外乗
入 部分 、同 一補
助ブロック都道府
県外乗入部分及
び他路 線と の競
合部分以外のキ
ロ程の比率

計画運
行日数

計画運行回数

（　）

計画平均
乗車密度

12 社～三木営業所
～明石駅前

社 三木営業所 明石駅前

往36.5km 往4.5km ％

復36.5km 復4.5km 12.328

55.068

加東市

往16.4km ％ ％

復16.4km 
365日

3,760.0回 

往10.1km ％

復36.5km 復10.1km 27.671

往36.5km 

復36.5km 

小野市

往5.5km ％

復36.5km 復5.5km 15.068

往36.5km 
三木市

往9.6km 

復14.1km 復9.6km 
3.6 23.7人 

往14.1km 三木営業所～養
田～西神中央駅
前

三木営業所 養田 西神中央駅前 365日

59.227

％往4.5km 

復4.5km 

％往10.1km 

9.656

21.673復10.1km 

％

(12.1回) 復46.5km 復18.9km 

復13.0km 

％

27.896

往13.0km 

往4.5km 

復14.1km 復4.5km 

往14.1km 



 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで
算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比
率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、
いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の
欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記
載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。



①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④加東市・小野市・三木市
⑤加東市・三木市・神姫バス株式会社
⑥加東市・西脇市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
左記の取組は通年での実施を予定する。対外的な調整が必要
な案件は、実施の目途が立ち次第とする。

15 社～御坂～
三宮

社 御坂 三宮

①沿線の通学・通院需要に対応したダイヤ設定による利用取り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に応じた運行計画の見
直しの検討
③三木市との運賃施策（市内上限運賃制度）の周知による利用促進
④沿線自治体との連携によるバス時刻表の作成・配布
⑤神戸市バス競合区間における、市バス普通区全線定期券の共用化に伴う利用促進と利
用しやすいダイヤ設定の推進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

①沿線の通勤・通学需要に対応したダイヤ設定による利用取り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に応じた運行計画の見
直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④神戸市バス競合区間における、市バス普通区全線定期券の共用化に伴う利用促進と利
用しやすいダイヤ設定の推進
⑤沿線自治体との連携によるバス時刻表の作成・配布。大久保駅前に設置するデジタル
サイネージ、Web上「あかしｉびじょん。」において時刻表データを提供
⑥沿線の学校へのモビリティ・マネジメントによる利用促進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④神姫バス株式会社
⑤明石市・神姫バス株式会社
⑥明石市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
左記の取組は通年での実施を予定する。対外的な調整が必要
な案件は、実施の目途が立ち次第とする。

17
三木営業所
～硯町～明

石駅前
三木営業所 硯町 明石駅前

①沿線の通学需要に対応したダイヤ設定による利用取り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に応じた運行計画の見
直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④沿線自治体との連携によるバス時刻表の作成・配布。明石駅前に設置するデジタルサイ
ネージ、Web上「あかしｉびじょん。」において時刻表データを提供
⑤三木市との運賃施策（市内上限運賃制度）の周知による利用促進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④三木市・明石市・神姫バス株式会社
⑤三木市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
通年で実施

20

大久保駅～
岩岡出張所
前～西神中

央駅前

大久保駅 岩岡出張所前 西神中央駅前

①沿線の通勤・通学需要に対応したダイヤ設定による利用取り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に応じた運行計画の見
直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④沿線自治体との連携によるバス時刻表の作成・配布
⑤加東市・三木市との運賃施策（市内上限運賃制度）の周知による利用促進
⑥西脇市・加東市内の地域内フィーダー交通との連携による需要創出

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

14
三木営業所
～養田～西
神中央駅前

三木営業所 養田 西神中央駅前

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③三木市・神姫バス株式会社
④三木市
⑤神姫バス株式会社

＜実施時期＞
通年で実施

地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組内容（令和８年度）

実施主体と実施時期

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④加東市・小野市・三木市・明石市・神姫バス株式会社
⑤加東市・三木市・神姫バス株式会社
⑥加東市・西脇市・神姫バス株式会社
⑦加東市・小野市・三木市・明石市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
左記の取組は通年での実施を予定する。対外的な調整が必要
な案件は、実施の目途が立ち次第とする。

12
社～三木営
業所～明石

駅前
社 三木営業所 明石駅前

生産性向上の取組に係る取組内容と定量的な効果目標申請番号 運行系統名 起点 主な経由地 終点

①沿線の通学需要に対応したダイヤ設定による利用取り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に応じた運行計画の見
直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④沿線自治体との連携によるバス時刻表の作成・配布。明石駅前に設置するデジタルサイ
ネージ、Web上「あかしｉびじょん。」において時刻表データを提供
⑤加東市・三木市との運賃施策（市内上限運賃制度）の周知による利用促進
⑥西脇市・加東市内の地域内フィーダー交通との連携による需要創出
⑦沿線の学校へのモビリティ・マネジメントによる利用促進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。



表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

神姫バス株式会社 2 276

兵庫県
（神戸市）



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和 9 年度）

社～三木営業所～明石駅前

三木営業所～養田～西神中央駅前

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

1,600円 1,299 649
北近畿
京阪神

2～3 86,000円 13% 562,000円 87%

合計 86,000円 562,000円 1,600円 

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助ブ
ロック名

申請
番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の
具体的概要ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

円

計 千円

申請番号

金融費用補助対
象額（円） 償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）
ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

1,299 千円 649 5,321,528

324.8 2,660,7643 15,000,000 3,310,382 3,000,000 649,618 649,618 12 649,618 円

計 30,000,000 6,620,764 6,000,000 0 6,000,000 1,299,236 1,299,236

2 15,000,000 3,310,382 3,000,000 0 3,000,000 649,618 649,618 12 649,618 円 324.8 2,660,764

計画額（千円）
＊残存価格

（円）
前年度ﾌ（2年目の

みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝

ム

（定額法）ﾅ×0.2＝

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ

（最終年度）ｸ＝ﾏｵ ｸ ﾔ ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

定額法

申請番号

補助対象限度額
（円）

残存価額（円）
普通償却限度額

（円） 特別償却額（円） 償却限度額（円）

3,000,000 0

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

円

初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ

北近畿
京阪神

2～3 第12・14号 第14・17号

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
当該年度 初年度

確保維持費国庫補助金申請番号



１　交付を受けようとする補助金の額

購入年度

令和５年度 2 両 649 千円

649 千円 216 千円 12,554 千円

645 千円 213 千円 12,517 千円

4 千円 3 千円 37 千円

1,298 千円 432 千円 25,108 千円

２　各市町の負担額について

62 千円 20 千円 1,191 千円

145 千円 48 千円 2,776 千円

118 千円 39 千円 2,318 千円

274 千円 91 千円 5,342 千円

46 千円 15 千円 890 千円

645 千円 213 千円 12,517 千円

4 千円 3 千円 37 千円

649 千円 216 千円 12,554 千円

※各市町補助金の額は、国補助金額の同額を各市町実車走行キロ比率により按分し算出

※申請金額には路線補助同様、兵庫県負担額を含む

神戸市

明石市

市・町補助合計

自社負担（端数）

7.2%

42.3%

加東市

小野市

三木市 18.3%

9.6%

22.4%

補助合計

負担者
補助率 補助金額 補助金額（予定） 補助金の額（予定）

D 国補助金額×D 令和10年度以降 合計（償却済含む）

国 1/2

県＋市町 1/2

事業者（端数）

負担者
補助率 補助金額 補助金額（予定） 補助金の額（予定）

C A×B×C 令和10年度以降 合計（償却済含む）

A B

別紙

令和９年度　バス対策（国庫協調補助路線維持）費補助事業（車両購入費補助）の内容

記

車両数 補助対象経費



別 紙（地域内フィーダー系統） 

 

 

令和 8年 6月 日 

 

          （名称）神戸市公共交通活性化協議会           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

〇名塩・生野高原地区  

・生野高原地域は、兵庫県神戸市北区の北東に位置し、市境を南に西宮市と隣接している。同

地域は丘陵に囲まれ、市内への交通経路は無く、南接する西宮市名塩地域を経由するほか、主

要駅へのアクセスは困難である。また、同地区を経由する路線バスが運行していないことから、

かねてより通学・通勤や通院・買い物などの日常生活の移動手段 の確保が課題となっていた。 

一方、隣接する西宮市名塩地域においても、山間部に位置していることから地形的勾 配が急

で、徒歩や自転車による移動が困難な地域となっており、当該地域の高齢化率は 31.2％（令和 

8 年 3 月 31 日現在）と高く、自家用車による移動が困難な高齢者等に 対する日常生活に最

低限必要な移動手段の確保が喫緊の課題となっていた。 生活の足の確保という共通の課題を有

する生野高原地域と名塩地域は、日常生活に最 低限必要な移動手段について、コミュニティ交

通の導入によりこの課題解決を図ること とし、地域住民により名塩コミュニティバス準備委員

会を組織し、2回の試験運行を経て 令和 6 年 4 月 1 日より本格運行を開始している。  

この取組は、地域公共交通確保維持事業により、路線を確保・維持することで、住民 の生活

交通手段を存続させていくことが必要である。 

 

〇青葉台地区  

・青葉台地区は、半径1km以内にバス停は存在するものの、最寄りの「青葉台口」バス停 まで

道路距離で約720m程度離れており、平均5.9％（市道青葉台 1 号線距離 718ｍの平均）の勾配

もあり、徒歩等で移動することが困難である。 

・さらに、青葉台地区の高齢化率は39.6％であり、自家用自動車を運転できない高齢者等の移

動手段の確保が喫緊の課題となっている。 

 〇柏尾台地区  

・柏尾台地区は、半径1km以内にバス停は存在するものの、最寄り駅の「大滝口」バス停 まで

道路距離で約1.35km程度離れており、平均6.5％（柏尾台１号線 距離1,355mの平均）の勾配も

あり、徒歩等で移動することが困難である。  

・さらに、柏尾台地区の高齢化率は31.4％であり、自家用自動車を運転できない高齢者等の移

動手段の確保が喫緊の課題となっている。 
 

・令和 4年 10月に「青葉台･柏尾台に巡回バスを走らそう会」が発足し、令和 5年 3月神鉄タ

クシー株式会社が運行事業者として選定されて以降、地域組織や運行事業者とともに運行計

画を検討し、令和 6年 3月から試験運行を開始した。この度、令和 8年 3月より本格運行の

開始を予定している。 

・この取り組みは、地域公共交通確保維持事業により、路線を確保・維持することで、住民の

生活交通手段を存続させていくことが必要である。 

 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

○指標：1 日あたりの利用者数（生野高原地域）：16 人以上/日 

〇指標：運行経費に対する市の補助率：50％以下 

（神戸市地域公共交通計画 P.70 参照） 

 

○指標：1日あたりの利用者数（柏尾台・青葉台地域）：33 人以上/日 

〇指標：運行経費に対する市の補助率：50％以下 

（神戸市地域公共交通計画 P.70 参照） 



別 紙（地域内フィーダー系統） 

コミュニティ交通の運行により、通学・通勤・通院・買い物等の日常生活に最低限必要の移動

手段の確保ができる。さらには、外出意欲の増進に伴う移動制約者等の社会参加を促進し、新

たなコミュニティづくりと地域の活性化に寄与することが期待される。 

 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・定期的に地域、運行事業者、市が会議を行い、より利便性の高い運行計画の検討や利用促進

活動の企画等を実施し、利用者の増加を図る。 

・利用者や地域住民の意見を把握するよう努め、住民ニーズにあった運行や効果的な利用 

促進活動、広報活動を検討する。 

 

〇実施主体 

制度設計、導入支援：神戸市 

運行管理：名塩・生野高原地域：阪急タクシー（株） 

青葉台・柏尾台地域：神鉄タクシー（株） 

利用促進、乗って支える取り組み：地域 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
〇名塩・生野高原地域 

・予定している時刻・運行予定期間（令和 9 年度事業） 

令和 8 年 10 月 1 日から令和 9 年 9 月 30 日、平日の午前 7 時台から午後 7 時台 

・運行事業者  

 阪急タクシー株式会社 

・運行事業者の決定の経緯 

本格運行にあたり、名塩コミュニティバス準備委員会による公募にて運行事業者を選定 

・地域内フィーダー系統の補足（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱別表７ 

のハ） 

鉄道駅(JR 西宮名塩駅)及び阪急バス株式会社が運行する路線のバス停留所に接続 

※別添「表１」参照 

 

〇青葉台・柏尾台地域 

（令和 9年度事業） 

運行期間 ：令和 8年 10 月 1 日から令 9年 9月 30 日 

運行事業者：神鉄タクシー株式会社 

 

・通常 

  運行日  ：平日・土曜日（日曜日・祝日は運休） 

 運行時間帯：始発：9時 00分、終発：17時 06 分 

運行系統 ：神戸北町 ⇔ 柏尾台・青葉台 ⇔ 箕谷駅 

 

・朝便 

運行日  ：平日（神戸市立山田小学校の開校日のみ） 

 運行時間帯：7時 50 分発、8時 13 分着 

運行系統 ：柏尾台クラブハウス ⇒ 小橋 ⇒ 山田小学校前 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 



別 紙（地域内フィーダー系統） 
６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・事業者報告書の資料から算定。 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし（地域内フィーダー系統のため） 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし（地域内フィーダー系統のため） 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし（地域内フィーダー系統のため） 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表 5」を添付 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 
該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 
該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 



別 紙（地域内フィーダー系統） 
15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

〇名塩・生野高原地域 

平成 29 年 7 月 ： 生野高原まちづくり協議会で検討開始 

平成 30 年 12 月：「名塩コミュニティバス準備委員会」設立され、生野高原まちづくり 

協議会が参加 

令和元～3 年 :運行内容の検討 

令和 3 年 7 月 :試験運行に向けた「運行事業者との意見交換会」を実施 

阪急タクシーを運行事業者として決定 

令和 4 年 6～8 月:試験運行（1 回目）の実施 

令和 4 年 12～令和 5 年 5 月 

:試験運行（2 回目）を実施 

令和 5 年 6～9 月:試験運行（2 回目）を、運行内容を変更して延長 

令和 6 年 1 月 :令和 6 年 4 月からの本格運行開始に向けて、地域公共交通会議を開催 

令和 6 年 4 月～ :本格運行 

 

〇青葉台・柏尾台地域 

令和 4 年 11 月 「青葉台・柏尾台に巡回バスを走らそう会」発足 

令和 4 年 11 月  地域住民に対するアンケート調査実施 

令和 5 年 3 月 神鉄タクシー株式会社を運行事業者に決定 

令和 6 年 3 月  試験運行第 1 期開始 

令和 6 年 6 月  試験運行第 2 期開始 

令和 6 年 11 月  試験運行第 3 期開始 

令和 7 年 4 月   試験運行第 4 期開始 

令和 7 年 9 月   試験運行第 4 期開始 

令和 7 年 12 月 第 15 回神戸市地域公共交通活性化協議会 

令和 8 年 3 月   本格運行の実施 

 

19．利用者等の意見の反映状況 



別 紙（地域内フィーダー系統） 
〇名塩・生野高原地域 

運行計画及び利用促進策は、地域住民等より構成する、青葉台・柏尾台に巡回バスを走

らそう会において、協議を重ね合意形成を図った。また、住民向けのアンケートの実施や、 

運行事業者から青葉台・柏尾台に巡回バスを走らそう会へ日々の利用者の声を報告するな 

ど、随時、情報共有を図っている。 

 

〇青葉台・柏尾台地域 

運行計画及び利用促進策は、地域住民等より構成する、名塩・生野高原ふれあいバス運 

行協議会において、協議を重ね合意形成を図った。また、住民向けのアンケートの実施や、 

運行事業者から名塩・生野高原ふれあいバス運行協議会へ日々の利用者の声を報告するな 

ど、随時、情報共有を図っている。 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）神戸市中央区浜辺通 2-1-30 三宮国際ビル 6 階              

（所 属）神戸市都市局交通政策課            

（氏 名）安子・下田                

（電 話）078-595-6768                 

（e-mail）yuji_yasuko@city.kobe.lg.jp    

kohei_shimoda@city.kobe.lg.jp                
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 

mailto:yuji_yasuko@city.kobe.lg.jp
mailto:kohei_shimoda@city.kobe.lg.jp










朝便 日中便

交通不便地域の区域図



青葉台１ 号線（ 市道）
距離： 718.4ｍ
平均勾配： 5.9％
地理院地図よ り



柏尾台１ 号線（ 市道）
距離： 1,355.5ｍ
平均勾配： 6.5％
地理院地図よ り







停留所名 備 考キロ程

（新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先
（往路） （復路）

停留所の名称および位置ならびにキロ程

(1)名塩緑ヶ丘・名塩美山・生野高原（1～2便）

位                置

緑ヶ丘　北 （新設） 西宮市名塩赤坂１６−７

緑ヶ丘　南 （新設） 西宮市名塩赤坂１０−３

生野高原　自治会館前 （新設）

赤坂公園前 （新設） 兵庫県西宮市名塩赤坂１３

神戸市北区道場町生野１１７２−１０２１

クリーンST　109前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−９３の西側

名塩美山　国見公園東側

北小公園前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−３８３の北側

クリーンST　111前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−５６８

コミュニティプラザ前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２２

名塩美山　国見公園西側 （新設） 西宮市名塩美山４−１先

阪急BUS赤坂峠バス停 （新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先

2.4

0.2

0.4

0.4

0.4

JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先

（新設）

4.7

（新設）

（新設）

（新設）

17.9

（新設）

（新設）

0.8

0.3

0.3

0.5

0.6

計

2.2

4.7
阪急BUS赤坂峠バス停 （新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先

（新設） 西宮市名塩美山４−１５先

JR西宮名塩駅



停留所名 備 考

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先
（往路） （復路）

4.7
阪急BUS赤坂峠バス停 （新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先

0.6
赤坂公園前

緑ヶ丘　北 （新設） 西宮市名塩赤坂１６−７
0.4

(２)名塩緑ヶ丘・名塩美山・生野高原（3～4便）

（新設） 兵庫県西宮市名塩赤坂１３

緑ヶ丘　南 （新設） 西宮市名塩赤坂１０−３
2.4

名塩美山　国見公園東側 （新設） 西宮市名塩美山４−１５先
0.8

生野高原　自治会館前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２１
0.3

クリーンST　109前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−９３の西側
0.3

北小公園前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−３８３の北側
0.5

クリーンST　111前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−５６８
0.6

コミュニティプラザ前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２２

名塩美山　国見公園西側 （新設） 西宮市名塩美山４−１先
2.0

阪急BUS赤坂峠バス停

0.4

（新設）

（新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先

（新設）

（新設）

（新設）

計 17.9

（新設）

JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先

（新設）

0.2

4.7



(３)生野高原（早朝便）

停留所名 備 考

計 7.2

（新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先
4.7

JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先

0.7
名塩美山　国見公園西側 （新設） 西宮市名塩美山４−１５先

1.8
阪急BUS赤坂峠バス停

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

生野高原　自治会館前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２１
（往路） （復路）



(４)名塩平成台・名塩緑ヶ丘・名塩美山・生野高原

停留所名 備 考

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先
（往路） （復路）

2.9
平成台　三叉路 （新設） 兵庫県西宮市名塩平成台２６−１

0.4
平成台　山手 （新設） 兵庫県西宮市名塩平成台１９−８

0.4
平成台　西 （新設） 兵庫県西宮市名塩平成台４−１１

0.6
平成台　自治会館前 （新設） 兵庫県西宮市名塩平成台５４５−３２

0.4
平成台　東階段口 （新設） 兵庫県西宮市名塩平成台４０－９

2.1
阪急BUS赤坂峠バス停 （新設） 西宮市塩瀬町名塩字谷口4637-2番地先

0.7
赤坂公園前 （新設） 兵庫県西宮市名塩赤坂１３

0.2
緑ヶ丘　北 （新設） 西宮市名塩赤坂１６−７

0.4
緑ヶ丘　南 （新設） 西宮市名塩赤坂１０−３

2.4
名塩美山　国見公園東側 （新設） 西宮市名塩美山４−１５先

0.8
生野高原　自治会館前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２１

0.3
クリーンST　109前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−９３の西側

0.3
北小公園前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−３８３の北側

0.5
クリーンST　111前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−５６８

0.6
コミュニティプラザ前 （新設） 神戸市北区道場町生野１１７２−１０２２

4.7
JR西宮名塩駅 （新設） 兵庫県西宮市名塩新町5021-7先

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

計 17.7



柏尾台・青葉台、箕谷駅、生野高原
（通常便①）

停留所名 備 考

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

柏尾台南 （新設） 神戸市北区柏尾台２２地先
（往路） （復路）

0.2
柏尾台中 （新設） 神戸市北区柏尾台４ー１７地先

0.2
柏尾台北 （新設） 神戸市北区柏尾台６－１地先

0.1
大塚山北公園 （新設） 神戸市北区柏尾台８－１地先

1.7
青葉台① （新設） 神戸市北区青葉台２０－１

0.1
青葉台② （新設） 神戸市北区青葉台２１－１３

0.1
自治会館前 （新設） 神戸市北区青葉台４０－１０

0.3
青葉台③ （新設） 神戸市北区青葉台３１－８

0.2
青葉台④ （新設） 神戸市北区青葉台２３－１

0.6
小橋 （新設） 神戸市北区山田町下谷上小橋１

0.6
箕谷駅前 （新設） 神戸市北区山田町下谷上箕谷１９

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

計 4.1



柏尾台・青葉台、箕谷駅、生野高原
（通常便②）

停留所名 備 考

（新設）

（新設）

計 6.7

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

0.6
箕谷駅前 （新設） 神戸市北区山田町下谷上箕谷１９

（新設）

青葉台④ （新設） 神戸市北区青葉台２３－１
0.6

小橋 （新設） 神戸市北区山田町下谷上小橋１

神戸市北区青葉台４０－１０
0.3

青葉台③ （新設） 神戸市北区青葉台３１－８
0.2

0.1
青葉台② （新設） 神戸市北区青葉台２１－１３

0.1
自治会館前 （新設）

大塚山北公園 （新設） 神戸市北区柏尾台８－１地先
1.7

青葉台① （新設） 神戸市北区青葉台２０－１

神戸市北区柏尾台４ー１７地先
0.2

柏尾台北 （新設） 神戸市北区柏尾台６－１地先
0.1

2.6
柏尾台南 （新設） 神戸市北区柏尾台２２地先

0.2
柏尾台中 （新設）

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

神戸北町 （新設） 神戸市北区日の峰２－７
（往路） （復路）



柏尾台クラブハウス、小橋、山田小学校前
（朝便）

停留所名 備 考

計 5.5

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設） 神戸市北区山田町中３０－２

（新設）

2.6
小橋 （新設） 神戸市北区山田町下谷上小橋１

2.9
山田小学校前

停留所の名称および位置ならびにキロ程

位                置 キロ程

柏尾台クラブハウス （新設） 神戸市北区柏尾台３－１
（往路） （復路）



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） ９年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

245日 ③
復　　　ｋｍ

(4)
名塩平成台・名塩

緑ヶ丘・名塩美山・生
野高原

JR西宮
名塩駅

名塩平成台・
名塩緑ヶ丘・
名塩美山・生
野高原

JR西宮
名塩駅

往　17.7ｋｍ
245日 245回 路線定期 ②（2）

JR西宮名塩駅でJR宝塚線
と接続
阪急BUS赤坂峠バス停で
阪急バス有馬線と接続

③
復　（循環）

③
復　（循環）

名塩緑ヶ丘・
名塩美山・生
野高原

JR西宮
名塩駅

往  17.9ｋｍ
245日

神戸市

路線定期

箕谷駅

復　　　ｋｍ

(3)

神鉄タクシー
株式会社

山田小
学校前

106日 53回(7)
柏尾台クラブハウス、小

橋、山田小学校前
（朝便）

柏尾台
クラブ
ハウス

小橋

往　7.2ｋｍ

JR西宮
名塩駅

往  17.9ｋｍ
245日 490回 路線定期 ②（2）

JR西宮名塩駅でJR宝塚線
と接続
阪急BUS赤坂峠バス停で
阪急バス有馬線と接続

箕谷駅で、神戸電鉄有馬
線に接続

②（2）
JR西宮名塩駅でJR宝塚線
と接続
阪急BUS赤坂峠バス停で
阪急バス有馬線と接続

245回

③路線定期

③

箕谷駅で、神戸電鉄有馬
線に接続 ③

小橋で、神姫バス小橋バス
停(社(車庫前)-三宮線、吉
川図書館-三宮線)に接続

往　4.1　ｋｍ

復　　　ｋｍ

往　5.5　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

173日 86.5回

運
送
継
続
特
例
措
置

JR西宮名塩駅でJR宝塚線
と接続
阪急BUS赤坂峠バス停で
阪急バス有馬線と接続

173日 1124.5回 路線定期
往　6.7　ｋｍ

復　6.7　ｋｍ
②（２）

490回

生野高原（早朝便） 生野高原
自治会館前

名塩美山
JR西宮
名塩駅

柏尾台・
青葉台

系統
キロ程

②（２）

路線定期 ②（2）

路線定期 ②（２）

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

③
復　（循環）

(2)
名塩緑ヶ丘・名塩美

山・生野高原
（3～4便）

JR西宮
名塩駅

名塩緑ヶ丘・
名塩美山・生
野高原

(6)
柏尾台・青葉台、箕谷駅

（通常便②）
神戸北
町

柏尾台・
青葉台

箕谷駅

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

(5)
柏尾台・青葉台、箕谷駅

（通常便①）
柏尾台
南

西宮市
・神戸市

阪急タクシー
株式会社

(1)
名塩緑ヶ丘・名塩美

山・生野高原
（1～2便）

JR西宮
名塩駅

運行系統



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

市区町村名 神戸市

人　口

人口集中地区以外 ー

交通不便地域等 2303

人　口 対象地区 根拠法

859 神戸市北区道場町生野 局長指定

294 神戸市北区柏尾台 局長指定

1150 神戸市北区青葉台 局長指定

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

神戸市地域公共交通計画
2017年3月策定

（2027年3月改訂）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交
通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の
合計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法
律（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村
名等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する
場合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定す
る交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を
基に記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。



様式第１－２（日本産業規格Ａ列４番） 

神 都 交 第   号 

令和８年６月 日 

 

 

 国土交通大臣  

 

 

氏名又は名称 神戸市地域公共交通活性化協議会  

住 所     神戸市中央区浜辺通 2 丁目 1 番 30 号 

三宮国際ビル 6 階 

代表者氏名   会長 小谷 通泰 

 

 

地域公共交通計画変更認定申請書 

 

 

 

 令和 7 年 9 月 17 日付け第 287 号で国土交通大臣より認定された地域公共交通計画を

別紙のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

○ 変更日 

  令和 8 年 4 月 1 日 

 

 

○ 変更箇所 

  ・車両減価償却費等国庫補助金の額 

当初・・・839 千円 

変更後・・275 千円  

   

 

 

○ 変更理由 

  運行事業者の減価償却方法の変更に伴い、減価償却費補助の算定式を見直す必 

要が生じたため。 

 

 

 

 

案 



表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（市区町村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

神姫バス株式会社 2 277

兵庫県
（神戸市）



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和 8 年度）

社～三木営業所～明石駅前

三木営業所～養田～西神中央駅前

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

1,600円 1,299 649
北近畿
京阪神

2～3 86,000円 13% 562,000円 87%

合計 86,000円 562,000円 1,600円 

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助ブ
ロック名

申請
番号

負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の
具体的概要ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

円

計 千円

申請番号

金融費用補助対
象額（円） 償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）
ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

1,299 千円 649 6,620,764

324.8 3,310,3823 15,000,000 3,960,000 3,000,000 649,618 649,618 12 649,618 円

計 30,000,000 7,920,000 6,000,000 0 6,000,000 1,299,236 1,299,236

2 15,000,000 3,960,000 3,000,000 0 3,000,000 649,618 649,618 12 649,618 円 324.8 3,310,382

計画額（千円）
＊残存価格

（円）
前年度ﾌ（2年目の

みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝

ム

（定額法）ﾅ×0.2＝

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ

（最終年度）ｸ＝ﾏｵ ｸ ﾔ ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

定額法

申請番号

補助対象限度額
（円）

残存価額（円）
普通償却限度額

（円） 特別償却額（円） 償却限度額（円）

3,000,000 0

事業者償却額
（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

円

初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ

北近畿
京阪神

2～3 第12・15号 第14・17号

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
当該年度 初年度

確保維持費国庫補助金申請番号



１　交付を受けようとする補助金の額

購入年度

令和５年度 2 両 649 千円

649 千円 865 千円 12,554 千円

645 千円 858 千円 12,517 千円

4 千円 7 千円 37 千円

1,298 千円 1,730 千円 25,108 千円

２　各市町の負担額について

61 千円 81 千円 1,190 千円

144 千円 192 千円 2,775 千円

119 千円 158 千円 2,319 千円

275 千円 366 千円 5,343 千円

46 千円 61 千円 890 千円

645 千円 858 千円 12,517 千円

4 千円 7 千円 37 千円

649 千円 865 千円 12,554 千円

※各市町補助金の額は、国補助金額の同額を各市町実車走行キロ比率により按分し算出

※申請金額には路線補助同様、兵庫県負担額を含む

神戸市

明石市

市・町補助合計

自社負担（端数）

7.1%

42.4%

加東市

小野市

三木市 18.4%

9.5%

22.3%

補助合計

負担者
補助率 補助金額 補助金額（予定） 補助金の額（予定）

D 国補助金額×D 令和９年度以降 合計（償却済含む）

国 1/2

県＋市町 1/2

事業者（端数）

負担者
補助率 補助金額 補助金額（予定） 補助金の額（予定）

C A×B×C 令和９年度以降 合計（償却済含む）

A B

別紙

令和８年度　バス対策（国庫協調補助路線維持）費補助事業（車両購入費補助）の内容（変更申請）

記

車両数 補助対象経費


